
埼玉県再資源化技術高度化支援補助金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 県は、高度な再資源化の技術の実用化や施設の普及を図り、廃棄物処理業者による

サーキュラーエコノミー型ビジネスを推進するために必要な経費に対し、予算の範囲内に

おいて補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉

県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところに

よる。 

 

（定 義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

 一 廃棄物   ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動

物の死体その他の汚物又は不要物であって、固形状又は液状のもの（放

射性物質及びこれによつて汚染された物を除く。）をいう。 

 二 廃棄物等 「廃棄物等」とは、次に掲げる物をいう。 

        （１）廃棄物 

        （２）一度使用され、若しくは使用されずに収集され、若しくは廃棄され

た物品（現に使用されているものを除く。）又は製品の製造、加工、修理

若しくは販売、エネルギーの供給、土木建築に関する工事、農畜産物の

生産その他の人の活動に伴い副次的に得られた物品（前号に掲げる物を

除く。）  

 三 再資源化  廃棄物等の全部又は一部を部品又は原材料その他製品の一部として利

用することができる状態にすることをいう。 

 四 中小企業  中小企業基本法第２条第１項に定める「中小企業者」をいう。 

  

（補助事業者） 

第３条 補助事業者は、次の全ての要件に該当する者とする。 

 一 県内の事業所で廃棄物の処理を業として行う者又は行おうとする者 

 二 県内の事業所で廃棄物等の再資源化の設備等を整備し、直ちに事業化できる者 

 三 廃棄物処理法第１４条第５項第２号イからヘの各規定に該当しない者 

 四 事業を安定かつ継続して実施できる見通しがある者 

 五 その他、知事が必要と認める要件を満たす者 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助の対象となる事業は、次の全ての要件を満たすものとする。 



 一 廃棄物等の再資源化の設備等の中核的技術やシステム等において先導性を有し、モ

デルとなる事業であること。 

 二 廃棄物等の再資源化の効果が高く、県内への波及効果が見込めるもの。 

 三 再資源化の事業に伴い発生する環境負荷について、その低減のための十分な配慮が

されていること。 

  四 その他、知事が必要と認める要件を満たす事業であること。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費は、前条の事業を行う上で必要な経費のうち別表の経費と

する。 

 

（補助率） 

第６条 前条の経費に対する補助率は、当該所要経費の２分の１（中小企業にあっては、３

分の２）以内において知事の定める額とする。 

 

（交付申請） 

第７条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

２ 規則第４条第１項の申請書の提出期限は、知事が別に定める日とする。 

３ 補助金の交付を受けようとする者は、交付の申請にあたって、当該補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相

当額のうち、所得税法及び消費税法の一部を改正する法律（平成６年法律第１０９号）

及び地方税法等の一部を改正する法律（平成６年法律第１１１号）の規定により仕入れ

に係る消費税額及び地方消費税額として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金

額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時におい

て当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この

限りでない。 

４ 補助金の交付を受けようとする者は、別紙記載の暴力団排除に関する誓約事項につい

て確認のうえ同意し、交付の申請にあたって添付するものとする。 

 

（交付決定） 

第８条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

２ 知事は、交付の決定に当たっては、前条第３項により補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、これを審

査し、適当と認めた時は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額するも

のとする。 

３ 知事は、前条第３項ただし書による交付の申請がなされたものについては、補助金に係



る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額

を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

 

（事業の開始） 

第９条 補助事業者は、第８条第１項の規定による交付決定通知を受領した日以後、速や

かに当該事業に着手しなければならない。 

 

（申請の取下期間） 

 第１０条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げができる期間は、交付の決定の通

知を受理した日から起算して１４日を経過した日までとする。  

２ 前項の規定による申請の取下げがあつたときは、当該申請に係る補助金等の交付の決

定は、なかったものとみなす。 

 

（計画の変更） 

第１１条 補助事業者は、補助事業に係る計画を変更しようとするときは、様式第３号の申

請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 前項で定める申請書の提出が必要な計画の変更は、別に知事が定めるものとする。 

３ 知事は様式第３号による申請があったときは、内容を審査し適当と認められるときは、

様式第４号の補助事業計画変更承認書により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１２条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ様式第

５号による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（補助事業遅延の報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれ

るとき、又は補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに様式第６号の報告書を知事

に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第１４条 補助事業者は、補助事業の遂行状況について、知事の要求があったときは、知事

が別に定める日までに様式第７号の報告書を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１５条 規則第１３条の実績報告書の様式は、様式第８号のとおりとする。 

２ 規則第１３条の実績報告書の提出期限は、補助事業の完了した日（補助事業等を中止又



は廃止したときはその承認を受けた日。）から３０日以内又は補助金の交付決定に係る会

計年度内で知事の定める日のいずれか早い日までとする。 

３ 補助事業者は、前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税控除税額を減額して報告しなければ

ならない。 

 

（額の確定） 

第１６条 知事は、前条の実績報告書の提出があったときは、当該実績報告書の審査及び必

要に応じて行う現地調査等により、交付すべき額を確定し、様式第９号に定める額の確定

通知書により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の支払） 

第１７条 補助金の支払は、精算払によるものとする。補助事業者は、補助金の支払を受け

ようとするときは、様式第１０号に定める交付請求書により補助金の交付を請求するもの

とする。 

２ 知事は、補助金交付請求書及び添付書類の内容を審査し、適当と認めるときは補助金を

交付するものとする。 

 

（補助金の交付決定の取消） 

第１８条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、第８条第１項 の

規定に基づく本補助金の交付決定の全部又は一部を取消すことができるものとする。 

 一 虚偽申請等不正事由が発覚したとき。  

 二 交付決定の内容又は目的に反して本補助金を使用したとき。  

 三 本事業に係る知事の指示に従わなかったとき。  

 四 補助事業者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員

若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき。  

 五 その他本補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令に違反したとき。 

 

（補助金の返還） 

第１９条 知事は、前条の規定により補助金の交付を取り消した場合において、既に補助金

が交付されている場合は、期限を定めて、補助事業者にその返還を命ずるものとする。 

 

（加算金及び延滞金） 

第２０条 補助事業者は、第１８条の規定に基づく補助金の交付決定の取消により前条の

規定による補助金の返還を命ぜられたときは、当該命令に係る補助金の受領の日から納

付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の



期間については、既納額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算し

た加算金を県に納付しなければならない。 

２ 前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者の納付

した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、当該納付金額は、まず当該返

還を命ぜられた補助金に充てられたものとする。 

３ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、

納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該未納付額につき年１０．９５パーセ

ントの割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。 

４ 前項の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、返還を命ぜられた

補助金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延

滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、当該納付金額を控除した額によるものとする。 

５ 知事は、やむを得ない事情があると認めるときは、補助事業者の申請に基づき、加算金

又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

６ 補助事業者は、前項の免除を受けようとする場合には、申請の内容を記載した申請書に

当該補助金の返還を遅延させないためにとった措置及び当該補助金の返還を困難とする

理由その他参考となるべき事項を記載した書類を添えて、知事に提出しなければならな

い。 

 

（財産処分制限の緩和期間） 

第２１条 規則第１９条ただし書に規定する知事が定める期間は、事業完了（当該財産の取

得）後５年とする。 

 

（財産の処分制限） 

第２２条 規則第１９条第２号に規定する知事の定めるものは、当該財産の取得価格が５

０万円以上のものとする。 

２ 補助事業者は、前項の財産を処分しようとするときは、あらかじめ様式第１１号による

財産処分承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、補助事業者に対し、当該承認に係る財産を処分したことにより収入があったと

きは、その収入に相当する額の全部又は一部を県に納付させることができる。 

 

（事業化等の報告） 

第２３条 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後３年間、毎会計

年度終了後１５日以内に補助事業に係る過去１年間の事業化等の状況について、様式第

１２号による報告書を知事に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の報告をした場合、その証拠となる書類を当該報告に係る会計年度

の終了後５年間保存しなければならない。 



３ 補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して、補助事業年度又は補助事業年

度の終了後３年以内に出願又は取得した産業財産権等を、報告期間中、様式第１２号の

報告書に記載しなければならない。 

 

（書類の整備等） 

第２４条 補助事業者は補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、

当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、補助事業の完了の日の属する会計年度の翌会計

年度から５年間保管しなければならない。 

 

（補助事業等の公開） 

第２５条 知事は、補助事業により行った事業について、必要があると認められるときは、

その事業の情報（補助事業者名、補助事業テーマ名、補助金額等）を公開することがで

きるものとする。 

 

 （様式） 

第２６条 様式第１号から第１２号は、知事が別に定める。 

 

 （その他） 

第２７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定

める。 

 

 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月５日から施行する。 

  



別表 
 

補 助 対 象 経 費 

区分 科目 内   容 

事業経費 原材料費 補助事業の実施に直接使用し消費される原材料、消耗品の

購入に要する経費 

外注費 

 
補助事業の実施に必要な設計、調査等の外注に必要な費用 

委託費 
補助事業の実施に必要な設計、調査等、外部の事業者等に

委託する場合に要する経費 

その他の経費 その他知事が特に必要と認める経費 

設備整備費 機械装置・ 

工具器具備品 

補助事業の実施に必要な機械装置・ソフトウェア・工具・

器具・備品等の購入、製造、改良、据付け等に要する経費 

構築物 
補助事業の実施に必要な構築物の購入、建造、改良、据付

け等に要する経費 

※ 消費税及び地方消費税については補助対象外とする。 

  



別紙 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当事業者は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び

完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であ

り、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切

申し立てません。 

 

記 

 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平成

２３年埼玉県条例第３９ 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）で

あるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団

体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下

同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

であるとき。 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると

き。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難される

べき関係を有しているとき。 

（５）補助事業を実施するに当たり、法人等が、第三者と委託契約その他の契約（以下

「委託契約等」という。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）までのい

ずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

（６）補助事業を実施するに当たり、法人等が、（１）から（４）までのいずれかに該当

する第三者と委託契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）に、埼玉県

が法人等に対して当該委託契約等の解除を求め、法人等がこれに従わなかったと認め

られるとき。 

 

    所 在 地：                            

 

    事 業 者 名：                            

 

    代表者職・氏名：                            


